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市町村が取り扱う事務について

国民年金制度は、日本国憲法第25条第2項に規定する理念に基づき、老齢、障

害文は死亡によって生活の安定が損なわれることを国民の共同連帯によって防止

し、もって健全な国民生活の維持及ひ’向上に寄与することを目的とした制度です。

（国民年金法第1条）

国民年金事業の運営については、政府が管掌することになりますが（同法第3条

第1項）、政府が管掌する国民年金事業に関しては、国民年金法の規定に基づく業

務等を日本年金機構が行うことにより、掴民年金制度に対する国民の信頼の確保を

図り、もって国民生活の安定に寄与する（日本年金機構法第1条）とされています。

なお、国民年金事業の一部は、政令の定めるところにより、市町村長が行うとと

とすることができることになっています。（国民年金法第3条第3項）

国民年金被保険者については、属性に応じて第1号被保険者から第8号被保険者

に分類されることになり、その中で、第1号被保険者は自営業者、無職及び学生等

が対象となり、その適用、保険料徴収及び年金給付を行うにあたり市町村が保有す

る住民基本台帳等の情報が不可欠になります。

なお、地方分権一括法に基づき、市町村が処理することとなる事務は機関委任事

務から地方自治法第2条第9項第1号に規定する法定受託事務となり、より一層市

町村との関係を密接にする必要があります。（国民年金法第6条）
また、市町村が処理する具体的な事務については、国民年金法施行令第1条の2
に規定され、具体的な取扱いについては、「国民年金市町村事務処理基準」に示さ

れています。 ' 

1 市町村との協力・連携

国民年金制度の事業運営にとって、市町村が保有する情報は、欠かすととので

きないものであり、日本年金機構においても市町村と協力・連携を図り、効率的

で効果的な事務処理を進めていく必要があります。

具体的には、住民の年金権の確保およて件福祉の観点から、市町村との協力・連

携のもとに事業の推進を図ることになっています。

（具体的な例）

( 1）資格取得時等における納付案内、口座振替、クレジットカード納付及び前

納の勧奨及び促進

(2）国民健康保険等他の公金と併せた口座振替、クレジットカード納付及び前

納の勧奨及び促進

(3）保険料納付替励及び制度周知に関する広報記事の広報誌への掲載

(4）市町村において行われる業務や年金制度の周知に関する相談

(5）日本年金機構との合意により行われる各種情報提供
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なお、市町村が効率的に法定受託事務を行えるよう、「ねんきんネットJサ

｝ピスによる『被保険者情報Jを、日本年金機構本部から提供しております。

また、国民年金事業を円滑かっ効率的に実施するためには、年金事務所と市

町村との連携が重要であるζとから、年金事務所において、市町村からの電話

照会に対応するため、市町村専用の電話番号を設げております。

国民年金における主な法定受託事務は、次のとおりです占

(1）被保険者（第3号被保険者を除く）からの資格の取得・喪失、種別の変更、

氏名・住所の変更等に関する届書（機構からの勧奨状等を含む）を受理し、

その届出に係る事実を審査するとともに、とれを当該市町村と向ーの都道

府県の区域内に住所を有する日本年金機構の事務センター文は日本年金

機構が定める年金事務所（以下『年金事務所等j という。）に報告するこ

と。

(2）被保険者からの任意加入（任意加入の特例を含む）および資格喪失の申出

を受理し、申出に係る事実を審査するとともに、これを年金事務所等に報

告するこど。

(3）被保険者からの任意脱退の承認申請を受理し、これを年金事務所等に報告

すること。

(4）被保険者（第1号被保険者、任意加入被保険者（高齢任意加入を含む）の

み）からの年金手帳の再交付申請を受理し、これを年金事務所等に報告す

ること。

(5）被保険者から保険料全額免除、半額免除、 4分の8免除、 4分の1免除、

学生納付特例、若年者納付猶予の申請を受理し、申請に係る事実を審査す

るとともに、これを年金事務所等に報告すること。

(6）付加保険料納付の申出もしくは辞退の申出または該当もしくは非該当の

届出を受理し、申出等に係る事実を審査するとともに、これを年金事務所

等に報告すること。

(7）受給権者からの次の裁定の請求その他給付に係る申請等を受理し、申請等

に係る事実を審査するとともに、これを年金事務所等に報告すること。

①第1号被保険者期間（任意加入期間（高齢任意加入を含む）を含む）

のみの老齢基礎年金

②旧陸軍共済組合期間等のある老齢年金

③第1号被保険者期間、 60歳以上66歳未満、 20歳前等に初診日の

ある障害基礎年金および障害基礎年金額改定請求

④特別障害給付金

⑤第1号被保険者の死亡による遺族基礎年金

＠寡婦年金

4 
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⑦死亡一時金

＠特別一時金

＠第1号被保険者期間、第3号被保険者期間、 ・6O歳以上65歳未満

20歳前等に初診日のある障害基礎年金に係る未支給年金

⑩遺族基礎年金のみの受給に係る未支給年金

⑪寡婦年金に係る未支給年金

⑫併給調整による支給停止、妻の不明・子の不明による遺族基礎年金の

支給停止の解除申請

⑬老齢福祉年金、障害福祉年金、母子・（準母子）福祉年金

⑭旧法障害年金額改定請求

(8）被保険者（第3号被保険者を除く）、受給権者（上記＠＠⑪に限る）の死

亡に関する届出を受理し、その届出に係る事実を審査するとと

(9）印鑑の変更、同一管内での住所の変更、支払郵便局の変更に係る老齢福祉

年金証書の記載事項を訂正すること（令1の2)

ー．. •, 

市町村への「被保険者情報Jの提供
市町村における法定受託事務を円滑に行うため、次のとおりー情報提供を行っ

ています。 : •• • ' 
1 情報提供の方法と時間

ねんきんネットに収録された被保険者記録に、市町村の照会用パソコンを

使って、平日の午前8時30分から午後8時までの問、照会することができ

ます（土日祝日並びに12月29日から1月3日までの期間は照会できませ

ん）。

2 情報提供の内容

(1）国民年金被保険者原簿情報

①提供範囲

全国の被保険者情報を確認することができます。

②抽出対象者

2年以内に3号・無資格以外の納付状況（納付済・未納・免除等）を保

有している被保険者。不在者、死亡者、老齢年金受給者等は対象外です。

＠情報ファイルの更新

日次で更新することとし、記録は2営業日前の情報を照会することが

できます。

(2）第2号被保険者喪失情報

①提供範囲

全国の被保険者情報を確認することができます。

②抽出対象者

5 



平成28年4月1日改正

改正後全文

国民年金市町村事務処理基準

a

－
 
・・・
・・
1

・1
a
－
－
 

第1章総則
（通見！の ． 

第 1条市町村（特•jjlJ区を含む．以下同じ。）における国民年金に関するi事遣の取扱い
については、国民年金法（昭和34年法樟第141号。以下「法jkいうム ）.，、：国民
年金法施行令（昭和＇ 34年政令第184号。以下『令』という，j及び国民年金法施
行規則（昭和.85年厚生省令第12号。以下『規則jというι）·：~中国残留邦人嬉の
‘円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人隼及団特定血偶者の自立の支接に
闘する法樟施行令｛平成8年政令第18号）及訪中国残留邦人纏の回滑な構図の4田昌
並びに永住帰国した帰国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支擾に関する法緯脳T規
.A!t （平成色年厚生省令第6・3号）の定めるところによる降方、：：他方自治法｛昭和2:2
年怯脅銭6？号）第24.5換の9第8項に基づ〈この処理基準の産めるとこるにより．
行う．色

（文毒R君主認をカ
策2条口被保険者 l甥2号按俸験者：~t機S号線停験者を徐＜o)Wr閉じa ＂）・その他‘の
騎係費やら堤母．事れ育と肩書U串穂毒、申出書又体鯖求書、〔以下.t居費等J.',tい.＇－a'.)
の宮容毒事事項~は犠骨書類に不備がある場合除、被保険者その他何時係者に適宜その不
備的補正争議長め、J輔草されたものを受理官．る。 ・・：・；·.＿~： .. ・九・・・ 12・．．

2 届書接的記栽事項の不備について、糟鯨雌鴫材輸乙基4き穿易同紙で
き苔ものであるときは、第86条の申立害拡係る不備を除き、市町村において補正す
るとともに補正した旨を届害等に記載じて受理するこ．とができるP

3 届書籍の受薦制ヰ顎戟害事3与は添付書類に不備があることを輯串Lたときは、次の
処理をする．
(1）次条第1項の受付世田軍縛に返付年月日を記入し、届害等を提出者に返付すると
とも位、提出者に相当の期間を定めて補正を求める．
(2）前号の規定により返付した崩害等が相当の期間内に補正され再提出されたとき

壮、届害等に受付却を押し、再受宇j年月日：を記入するとともに、次条第．去噴の愛，
付抱週鮮に帯受付年月日；を記入する． /.= :・.;, 
(3）第1号の規定により返付した崩害等が相当の期間を経過した後に楠Eされ再提

出されたときは、先に押した受付印、先に記入した受付番号及び受付年月日を掠
消した後に、第5条第1項の規定の例により処理する。

第2章帳簿等
（備柿慢縛輸
第3条市町柑において備える帳簿は、国民持金間保書類受付処理事事｛以下『受付担謹
縛:J左＼，、う。） ｝！.する．

2 受付処理縛は、完結の日；から8年間保存する。
（受付処理緯｝
第4条受付処理棒t主、属書等の受付順に故に掲げる事項を記入する。
(1）受付年月日 ・

．
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(2）受付番号U
（~）届害等の名称
(4）氏名｛住・民基本台帳に過称が記載されており、本人から通称による記載の申出

があった場合には通称を含む．）
(5）処理経過
(6）報告年月日
(7）その他必要な事項

第8章
｛届書等の受理）

被保険者に隠する事項

－第5条被保験者の資格に関する届書等が提出されたときは、次により処理する。
(1）届害等に受付印を押し、受付番号及び受付年月日；を記入する。
(2）受付処理俸に受付番号、届書等の名称、．按保険者の氏名及び受付年月日を記入
する。 J , . ・

(3）届書籍に添えて年金手帳｛以下『手帳J左いう。）：又fお昼礎年金番号通知書（
以下．『番号通知書J品、う。）が提出されたときは、受付処理簿にその旨を記入

し、返付する．この場合において、氏名．民変更があるkき棋、二当該事援ρ蹄定欄
に最韓に捷更された氏名を毘入する．＼九・

(4＂）香景遺棄明書－~みが提出されているとき臥層害等の余自にま翼手携交付」：宇望号ー・
入するa
( 5.）扇書籍の記載及びその添付書類に不備がないかどうかを確認する．
(6）届害等の記載に楠Eできない程度の不備があるとき、又惇その様俳書類に著し

い不備がある．ときは、 .！受付処理緯に題対拝月周を記入し、当該局番績を提出者！と
返付する。 ． ・ 九）・ー＼

(7.）前号の規定により返付した属害等が補正され再提出されたときは、受付処理俸
に再受付年月：日：を記入すて志よ‘

2 前項の場合におい℃、被保険者の資格の寓失の届書（以下『糞格喪失届』という。
｝、伝意加入被保険者の資格の喪失の申出番（以下『資捧喪失申出書JJという。）、
被保険者の種別の変更の届書（以下河町日変更届』という．）、付加保駒降納付申出
書（以ア『付加納付申出書jという。）又は付加保険料納付辞退申出番：｛以下 f付加
納付辞退申出書jーという。）に添えて手帳又は番号通知書｛以下『耕民等』という4
1が提出されないときは、その旨及びその理由を当践肩書等に備己させる．
3 当該市町村と問ーの都道府県の区織内に住所を有了する旨本年金機構の事務センタ｝
又は日本年金機構が定める年金事務所（以下 f年金事務所等jという．）から園民年
金処理結果」覧表（以下『処理結果一覧表jという。）が送付され7とときは、受付処
塾縛に受付年月日を記入する． － 

（被保険者の資格取得等の届出）
第6粂前に被保険者又は第8-f手掛保険者でなかった者（外国人のうち短期滞事者導対
議留資格を有する者（以下『短期滞在者等jという．）を除く．）から第1号綾保険
者となったことに係る被保険者の糞絡の取得の届出（以下『糞格取得届』という．｝
又は種別変更届が提出されたときは、次の処理をする。
(1）資格取得届又は種別褒更届に記載された按保険者の氏名、性別、生年月日及び
住所を戸籍椿又は住民基本台棋により確認し、種別変更年月日は国民年金被保険
者情報提供Vステムにより提供される情報（以下「被保険者情粧品、う．｝等
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により確認する。また、種別変更届に基礎年金番号が記載されている場合は、種

別変更屈に添付された手帳等により確認する。
(2）被保険者の資格があると認めたときは、受付処理掃に受理の年月日を寵入する。
(3）被保険者の資格がないk認めたときは、放の処理をする。
ア 受付処理縛に却下通知年月日：を記入する0 ． 
イ・被保険者の資格のない旨及びその理由を届出者に通知する。・この場合におい

て、手帳等が提出されているときは、併せてこれを返付し、受付処理簿に返付
年月日；を記入する。

(4）第2号の処理をした場合で、規則第9条の規定に基づき、資格取得届又は韓別

変更届の送付に代えて報告書又は光ディ九クを器付するときは、国民年金被保険
者関係線告書〈様式第1号。以下『被保険者関係報告書jという。 J－.・，又は必要な
事項安記録し土地デ与只クを作成する。
(6）.資格取得届若しくは種別変吏慮、被保険者関係報告書又は先ディスクを年金事
務所等に送付する。 ． ． ・

2 外国人（短期滞在者等監除く。）から届書が提出されたときは、前項各号による取
扱いの豚か、放の処理を宇る。 ・・ ． ： 

(1）被保険者の資格君主持昂．は外国人住民となった日とする，

(2) ·，資格取得層瓦！主種別変更原粍周籍が記載された場合、 1住民票J手よ~－－穣寵し、被
保険者関係持費書烈幸先ラキイおタを作成すると創立．、被偽験者関係報．告書に国籍1
， を記載んよ；え依うもヲ青年来々 に贋籍を記録；'t話。 ：． 
第6条の；2，：短期滞在者：等で前lP揖保険宥又は第S号被保険者でなかった宥から第1号

被保険者とな守－た手前？i震予資掠月支持賓fl主観；！J蓉恩誼向提出さ斜たときは、阜の処、
理をする． ・・1・
(1）資格取得属又は穏別変更届に記載された被保験者の氏名、位別、生年月日、国．
籍をメ号不ポ一
より礁費Eする．．また、種別変更年月且は被保険者4情報等により確認し、翻司変更
届に基礎年金番骨が言町議されている場合は、種別変更届に添付された手続等によ
り確認十る。 ・ ； 

( 2）短期滞在者等から届出を受理した場合は...受付処理講に愛理年月日：を記λする。
(3｝前号の処理を 1した場合で、規則第9換の規定に基づき、資格取得届又は種別変

更屈の送付に代えて報告書を器付するときは、被保険者関係報告書を作成する．
(4）国籍及び短期滞在者等である旨を資格取得届若しくは種別変東届又は被保険者
関係報告書の備考欄に記載し、客観的居住の事実がわかる縁付書類を添えて年金
事務所等伝送付するa － ． ． 

第7条前に被保険者又は第3号被保険者であったととのある者（短期滞在者等を除く。

）から第1号被保険者となったことに係る資格取得届又は謹別変更届が提出されたと
きは、次の処理をする。 I 

( 1)前に被保険者であった者から提出された資格取得庖又は寝BIJ変更屈の記載内容
を第6条第l頃第1号の規定の倒により審査する。ただし、資籍取得届又は種別
変更届に記載された基礎年金番号、被保険者の氏名（！日氏名が記載されていると
きは旧氏名）、性別、生年月日及び住所を資格取得居又は種別変更届に縞寸され
た手帳簿又は被保険制育報により確認したときは、この限りでない。この場合に
おいて、当該被保険者が被保険者の資格を喪失した後、文は第2号被保険者とな
ったことにより被保険者の種別を変更した後に氏名又は住所を変更しているとき

e
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第5節 被保険者の管理

1.年金手頓｛法13)

日本年金機構は、市町村長から第l号被保険者の資格取得の報告を受けたとき、または、事業

主等から第3号被保険者の資格取得眉を受理したときは、被保険者に対して基礎年金番号や氏名

などを記載した年金手帳を交付します。なお、その被保険者がすでに年金手帳の交付を受け、所

持している場合には交付しないとととなっています．また、この年金手帳を紛失や棄損した場合

には、被保険者の申請により年金手帳を再受付することとなっていますa

国民年金手帳の記載事項〈則10)

基礎年金番号、氏名、生年月日、性別、交付年月日及び資格取持年月日等

日本年金機構 車基盤轟轟
担草島

平E色。。年00且00目

鐙!il.11!..lL』）
i盟 iとよ』J

注怠事項

Z由年金手債は.;hlJ:;;t;が輯来年生量霊け墨

色めに晶•！： IJ: ！，奮す申可：•大切記録院して

〈記事い．

宜色、 ll:申主’，...告白扇鴎なe1<.:c由年金

手緩骨量瑚が必要に牢P事す．

。厳鬼伝厚生年畠罪険守図民四F血K踊λす畠主昔
。晶6量嚢J!Ll邑k量

。牢金牛骨金聖職＊拘凶

。年金ゃー持晶について串錆践を受け畠k舎

.：.，）年金手鑑量＝：＼..-C司~"tUt-,t,札

鍋lltL"Ct.量，1.:-1骨骨伝説、産事包容~付

命申膏車仔曹司王揖齢、

年 金 手 帳
量a:隼金香寺
,.,’~ 
民晶

000(ト001'白白白

...’：，， , ... 

且~益

面賓白E揮。口R白白E生年JlII 

闘塁

突柑＇！＇JIii

（表紙） (1頁｝ (2頁）

2. 基礎年金番号〈公的年金制度すべてに共通する番号）（悶1①）

(1）基礎年金番号制度導入の背景と目的（一人の人が一生を通して使用する番号）

基礎年金番号は、平成9年1月から導入されました。それまでは公的年金制度ごとに異な

った番号（7桁から 12桁まで番号体系）が使用されていたため、複数の公的年金制度に加入

した者には複数の番号が払い出されていました。

また、被保険者の加入期間などの記録も各制度ごとに管理されていたため、被保険者本人

にとって年金請求手続きの際に各制度ごとの加入期間の確認を行う必要がありました。

そこで、各制度共通の基礎年金番号を導入し、その番号で被保険者資格記録等を一元的に

管理することにより、手続きの煩雑さの解消や届出忘れ防止、年金の裁定請求に関する事前

のお知らせなどを行うことが可能になりました。
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(2）基礎年金番号の構成

基礎年金番号は課所符号4桁と一連番号6桁の数字10桁で構成されています。との番号を
生涯（被保険者→年金受給者→死亡（死亡届・未支給請求））使用することとなります。

〈協所持号〉 〈一迫番号〉
基礎年金番号 ooqo-000000 

（基礎年金番号〉 〈年金コー防ー
基礎年金鉱害番号 0000-000000-0000 

3. 国民年金原簿〈年金記録個人情報の管理簿〉〈法14〕

厚生労働大臣は国民年金原簿を備え、との原簿に基礎年金番号、被保険者の氏名・性別・住所
・種別、資格の取得日・喪失日、保険料の納付守合除の状況及び給付に関する事項を記録するこ
ととされています。〈則16)
この原簿は、各種年金や一時金の受給資格要件の確認をする際に使用するなE非常に量要なも
ので、現在では日本年金機構において一元的にコンピュータ管理されています。

4. 被保険者期間〈法11 法11のの

被保険者期聞は、保険料の納付や免除の基礎となる期間、各種給付の受給資格要件や年金額の
計算の基礎となる期間などとしての意味をもっています。
また、この按保険者甥聞は、次のように計算されることと規定されています。

(1) 被保験者期聞の計算〈原則）〈法11)

①被保険者期聞は、且主単位として計算します。（法11①〉
＠藍格取得日の属する月から聾格喪失日の属する月の前月までが、被保険者期間に
算入されます。〈法11①〉
③同一月内に資格取得日と資格喪失日がある場合は、 1カ月として被保険者期間に算
入します。さらに、その月内に資格取得日がある場合は、後者の部分を1カ月とし
て算入します。〈法11@)
＠上記の期聞が断続している場合は、すAて合算します。合算したものを、被保険
者期聞とします。（法11@)

(2) 同一月内に複数の種別がある場合〈法11の2)
・－．

①第1号、第2号、第3号被保険者としての被保険者期間の計算は、被保険者種別の変
更があった月は、変更畿の種別の被保険者であった月とみなします。〈法11の2前段｝
② 上記①の種即日変更が同一月内に2回以上あった場合は、最後｛月末時点）の種別の
被保険者であった月とみなします．（法11の2後段）

この規定は、同一月内に複数の被保険者種別がある場合‘第1号被保障者｛園毘年金制度｝と
して基礎年金に必要な豊用を負担するのか、箆2号被保瞳者や第3骨被保障者｛厚生年金制度‘
英語組合倒産｝とLて基礎年金拠出金を負担するのかを区分するために霞げられたものです内

4/1 4/10 4/30 
2号 1号 4月＝第1号被保険者期間

｛国民年金保険料の納得対象期間｝
※この場合、2号分保検料！ま還付されます．

4/1 4/10 4/25 4/30 
1害 5寄 2号 4月＝第2号被保険者期間

〈基礎年金創出金の拠出対象期間）
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(3) 給付との関係

全額免除を受けた期聞は「保験料免除期間jあるいは f保険料金額免除期間jとして、各種
基礎年金や一時金の受給資格期間に算入されます借地λ また、老齢基礎年金の年金額の計算

においても、全額免除を受けた平成21年 3月以前の期聞は1カ月を 1/3として、全額免除を受

・けた平成21年4月以後の期聞は1カ月を 1/2として計算されます。（法27)

圃圃圃圃圃・・開園開四四回圃圃・E・E・圃園圃圃圃圃園、
〈令6の7～凋6の12)

申簡免除の窓認の基準を所得金額でみたとき、前年の所得金額（1月から6月分の保険料止ついては、
前々年の所得金額）が第 1号被保険者の扶養親族等の有無とその数に応じて、次の計算式で計算した以
下であるときに意思が受けられます。

「承認基準における所得』r－ー圃圃ー用語の説明

全額免除・若年者納付猶予 前年の所得金額孟 35万田×!1ま謹墾盤筆の盤＋1}+22万田
．． ． ．一．． 

． 前年の所得金額孟巷杢霊＋〔扶華語麗筆の盤X※38万円］

. 3/4・半額・1/4免除 被老人控除対象程偶者・老人扶養鰻族（70歳以上）48万円

学生納付特例 特定.~養親跨pg歳以上 23 歳未讃〕問万円

控除対象扶養穆族（16旗以上19＊満）63万円

基本額 3L4畠睦＝ 78亙自 主題 ＝； 1 l8万田 tL4量盤＝ 158万田

！ 全額免除若年者納付猶予の問問、糊肱規践例～＠までの合計額九件だし幽i
E法第313条第8項及び箆9項の耀定による控除輸の合計額です。）〈令6の11).. 

総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額
附則第33条の3第5項に規定する土地等に係る事業所得等の金額
附則第34条第4項に規定する長期穣渡所得の金額
附則第as・条第5項に規定する短期議議所得の金額
附則第35条の4第4項に規定する先物致事｜にかかる維所得等の金額
租税条約実施特例法第3条の2の2第10項に規定する条約適用利子等の額並びに開条第12項に規定する
。条約適用配当等の額の合計額

①
＠
＠
＠
＠
⑥
 

金額免除・若年者納付猶予以外の所得金額とは、上記①～＠までの合計額から、地方税法に規定される下記
①～＠の合計額を控除した額になります〈令6の12).

①地方税法第313条第8項及び第9項に規定される控除額
＠雑損控除様、医療費控除額、社会保険料控除額、小規模企業共済等掛金控除額、臣偶者特別控除額
＠ 障害者1人につき27万円（特別障害者は40万円、寡婦または家失27万円、特別寡婦は36万円、動労学生27万円｝
＠地方税法附則第6条第4項に規定する免除を受けた肉用牛の売却による事業所得にかかる控除額

ム 所得情報において、過去にあった事務処理誤り事例
【前年の所得額l］栂
0綜式等に係る融i鹿所得等を含まないところ、含めて所得績の計算をしていた．
｛上掲株式等に係る篠渡損失の繰越控除の適用を受けるために、確定申告を行った場合も含む．）
O分縫課税を選択した上場株式等のE当等の額を含まないとこる、含めて所得額の計算をしていた．
0分離謀説の長期蕗渡所得並びに短期譲渡所得の金額について、特別控除前の所得で計算すべきとこる、特別控除後
の所得で計算していた。
0肉用牛の売却による事業所得を含むべきところ、含まずに所得額の計算をしていた．

【純損失及び雑損失E】欄
0一定の要件を満たした居住用財産に係る通算後譲濃損失の繰纏擦除額を含めていなかった．
0先物取引に係る損失の繰越控除額を含めていなかった．

L二一ー一一一ー一一ー一一一ー一一一一一一回一－－ー圃園田四一一一一一一一一ーー一一一一一ーー一一一
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「 用語の説明 「地方説法の障害者控除・寡婦控除』

①障害者控除 ア精神障害者保健福祉手帳の突付を受けている者－
イ身体障害者手輔の吏付を受けている者
ウ愛の手帳（知的障害者） の突付を受けている者
エ職儲病者手帳の受付を受けている者『
オ原子爆弾被爆者として認定を受けている者

＠寡婦控除 田偶者（夫〉と死別・離別後に婚掘していない者やE偶者〈夫）の生死が不明な者で自
次のいずれかに融当する者 ！ 
ア扶養親族のある者へゾ.・，.
イ子と生計を同一にしている者｛年同所得が38万円以下の子） ; 

」…圃ー一一一ーー2同！.＇！？.主義翠慰＇j_<f?.:f丘誌とき3主.l!ll!f.!主~2Q.2l目必ヱほ縄駐臨よi
I
 

．．
 ．
 ．
 

．
 
．
 

－
 ．
 

．
 
－－
 
も

. ＇』・

r・－用語の説明「去箆そ．φ他の理由により保険料を納めることが著し〈困難なとき（特例免除）J--, 
《平成14&事31)11日庁保S書籍7号、関白庁保険S書籍16号γ

天災その他の理由によ例累険料を納めること治唱し〈困難なときとi弘次のようなときです．

①震災・．風水害・火災その他これらに類する災害lとより、住宅・家財その他の財産につき被害額が、
その価格の概ね1/2以上の損害を受けたとき
＠失業により保険料を納めることが困難と罷められるとき
（被保険者本人が『雇用保険被保険者離職票J.等の実付を受けているとき｝．二

＠厚生労働省の行う韓合支援資金貸付制度による貸付金の突付を受けたとき _J 
B・・・・・ーー・・・・・・ーーー・聞圃圃・圃圃・・・・・圃圃園田・・・ーーー・・圃圃・・・ーーーーー・岨圃・・ーー『・・司園町四園田園開園圃圃圃圃・司・四・・・・・・圃圃・・・ー・園田・・町四圃圃．．－ ・・ ・ーー ー ．・ー・・ ・ ． ・．・ E－． 一 ．－ーー ． ．．ー－ ．ー 巴一 ． 

．
 

．
 
．
 2. 3/4免除制度（保険料の1/4(4,0刊円）を納付する制度）倍仰の2①〉

(1) 意認基準

第 1 啓被保険者本人及び保険料連帯納付義務者である世帯主 •.la偶者のいずれもが、：次の
いずれかに該当したときに、本人が申請して承認を受ければ、厚生瞥働大臣が指定した期聞

〈申請前に保険料を納付した期間又は前納した期聞は除く｝について、保険料の3/4の納付

義務が免除｛残りの1/4を納付｝される制度です。
｛令6の8、同事の8の2、悶6の12‘則76の2】

①前年の所得が次の計算式で計算して得た額以下であるとき

前年の所得孟 78万円＋（扶議親族等の数X様38万円）
機器E人錘給対ilE偶者・老人候裳観旗 (70鹿以上） 481.1円

僑定4毒：••旗（1U量以上 238朱調3 63万円

鐘除対象鋭養鰻篠（168以よ19厳朱満3 四万円

② 本人またはその世帯の人が生活保護法による『生活扶助』以外の扶助を受けているとき

③ 地方税法に定める障害者または事婦で前年の所得が125万円以下のとき
＠ 天災その他の理由により保険料を納めることが著しく困難なとき

(2) 手続き

被保険者などが承認基準のいずれかに該当したときは、年金事務所長あての f国民年金保険

料免除・納付猶予申請書』を市町村長に提出します。側77の3①＠）
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第2節寡婦年金

1 受給資格要件（法49)(60改正附則29)

寡婦年金は、第l号被保険者（任意加入被保険者を含む）としての保険料納付務期間と盤盤盤卑

盤塑盟（学生納付特例期間及び若年者納付猶予期間を含む）だけで｛合算対象期間は含まない〕、

老齢基礎年金の保険料納付要件（原則： 25年（300月）以上）を満たしている去益亙五したときに、

政の塞の3つの要件（ (2）①②③）すべてに該当している量が受給することができます。

(1) 失の要件〈夫が死亡した当時）

①保険料納付済期間と保険料免除期間（学生納付特例期間及び若年者納付猶予期閣を含
む〉だけで原則 25年（300月）を満たしていること

＠過去も含め、障害基礎年金の受給権者であったことがなく、また、老齢基礎年金の支給を受け
ていないこと

位） 嚢の要件（夫が死亡した当時）

①生計維持要件 死亡した夫により生計を維持されていたこと〈生計同ーの要件、所得の要件）
②婚姻継続要件婚掴関係が10年以上継続していたζと
＠年齢要件 §§.量圭濫であること（曇自身の老齢基礎年金受給前）

(3）事帰年金が受給できないとき

次のようなときは、との寡婦年金は受給できません。

①死亡した夫が、障害基礎年金の受給権者であったことがあるか、老齢基礎年金の支給を受けていたとき
〈法49た措店〉

＠夫の死亡当時に妻が繰上げによる老齢基礎年金を受給しているとき、又は、寡婦年金受給中に繰上げ

による老齢基礎年金を請求し、その受給権が発生したとき｛法附則9の2⑤）

2 年金額〈法60)

寡婦年金の年金額は、死亡した夫が65歳に遺したとき受給できたであろう老齢基礎年金の年金額

の4分の3に相当する額となります。

年金額の計算式

事掃年金の年金額 ＝ 夫が66龍から受給？できた老齢基礎年金の年金額

3支給期間（法49＠、同51)（法40①）

寡婦年金は、夫の死亡月の翌月｛死亡日に妻が60歳未満のときは、塞が60歳に遣した見の翌月〈法

49＠））から、その妻が次に該当する月まで受給することができます。

(1) 65歳に達した月〈法51)

(2）死亡した月〈法制①→

(3）婚姻・直系血族または直系姻族以外の養子となった月怯40(1)ニ・三】

(4）繰上げによる老齢基礎年金の受給権が発生した丹〈法隊側9の2⑤｝
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受給期間の事例：聾が58歳のときに老齢基礎年金の保険料納付要件を満たしている夫が死tした場合

受給期間（倒）

失死亡〈受給権発生）

軍基68怠

「五停止
鼠
P
H
U
W
 
骨ロ妾
V
T
l
i

安60歳... 
．ー． 老齢基礎年金寡婦年金

労働基準法により遺族補償が行われる場合の支給停止

同ーの死亡事由により、労働基準法から遺族補償（労働基準法第79条 f遺族補償』）が行われる

ときは、死亡日から 6年聞は支給停止されます。 〈法52)

4 
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なお、同ーの死亡事由により労働者災害補償保険法から遺族補償年金を受給できるときでも全額

支給され、労働者災害補償保険法の遺族補償年金で支払調整が行われることとなってい、ます。
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死亡一時金（法52の2～同52の6)(60改E附則29)

死亡一時金は、第1号核保険者としての被保険者期聞のある者が老齢基礎年金や障害基礎年金を
受給することなく死亡したときに、遺族基礎年金の受給資格要件（死亡者本人の保険料納付要件や

遺族の範囲）を満たさない一定条件の遺族が死亡一時金の支給を受けるととができます。

受給資格要件〈法52の2①②） (52の3)

死亡一時金は、死亡自の前日において克亡自の麗する月の前月までの第l号被保険者としての保

険料納付務期間の月数、保険料1/4免除期間の3/4に相当する月数、保険料半額免除期間の1/2

1乙相当する月数及び保険料3/4免除期間の 1/4に相当する月数を合わせた期聞が 3年（36月）

単よある被保険者が老齢基礎年金及び過去を含め障害基礎年金の支給を受けることなく死亡したと

き、死亡した者主生計を同一にしていた次の位）の遺族のうちの一人が支給を受けることができま

す。ただし、この死亡を理由とする潰旗基礎年金が受給できるときには、死亡一時金は支給されま

主主。

(1)死亡した被保険者の要件〈法52の2①）

第3節

①第1号被保険者期間として’の、次のア～エの期間の合計均九3年（36J:!I）以上あること

保険科納付Bl,潮聞の月数 X 1 

l納付i納付l納付l納付l納付した翻合＝太枠4箱＝4/4=1
ア

イ保険事ヰ4分1免除期間〈保融斜の4分のSを納付じた期間〉の見叡 X 3/4 

l納付l蜘 l納付 l免除｜ 納付した割合＝姉崎＝3/4=(4月で31}〕

保険斜半額免除期間〈保険斜の半祖を納付した期間〉の月数 × 1/2 

I納付l納付l免胎｜免除｜納付し欄合＝耕2箱＝2/4=1/2=(2月で1月｝

保検絹4分3免除期間〈保険斜の4分の1を納付した網棚〉の月数 X 1/4 

l納付l免除｜免除｜免除｜ 納付凶割合＝耕1籍＝1/4=(4月で1月）

ウ

ヱ

死亡当時、老齢基礎年金または障害基礎年金を受給していない

過去に障害基礎年金を受給していたことがない

窃

＠ 

ロ）遺族の要件〈法胞のめ

注：子に遺族議礎年金の受給権がある場合で、その子に生計を同一にしている父又は母がいるために、遺族基礎年金が

支給停止になっている場合であっても、死亡一時金を受給できます〈法62の2③）

被保険者の死亡により遺族基礎年金や寡婦年金を受給できる遺族がいない場合に、死亡者と死亡

当時に生許を同一にしていた次の潰旗のうち一人に死亡一時金が支給されます。

｜ ①毘偶者②子 ＠父母 ④孫 ＠祖綿 ⑥兄弟姉妹 ｛値寧主主痘鎗できる復位｝
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2 支給額（法52のの

死亡一時金の支給額は、第1号按保険者としての期聞のうち保険料を納付した期間を1の（1)①（前
買）により算出し、その期間に応じて下衰のような額となります。〈法胞の4(1))

なお、付加保険斜を納付した期闘が 3年（36月｝以上ある揚合は、一偉8.500問が支給される

こととなります。｛法62のゆ〉

死亡一時金の支給額

保険制締付演周数 支給額 ：－付加保険料分の支給額

36 月以上 1~0 月末期 129,9QOP1 
－ー．

180月以上回0Ji朱満 ． ・．．. ·• 145,0QO同．

240月以上300月来満 170,000円 8,6001'1 

300 月以上 ~60見朱満 220,QOQPI 

360月以上4201!来滴 270,000円

420月以上 320,000円

3 寡婦年金との支給の調整〈選択｝惜62の6)

死亡一時金と審婦年金の支給を同時に受けられる者は、いずれかを温訳することとなります。

r----選択の事例 ーーー困問園田圃胃圃圃・ーーーーーー・・圃圃・・・・・圃岬咽幽骨骨同守・’，同弔問恒田園田喧ーーーーーーー－－－－－『圃圃・園田・・E

失の死亡当詩の世帯の状混＝夫婦ニ人世帯．〈子供は結鋳し別世帯｝

表（64・10周＞ I亮亡 保険料納付済期間480,ij 老鈴基礎年金・障費巷構年金二朱受給
嚢（58aD11) 死亡した失の敏訣費者（結婦35年目｝

乙の書低、ra錫年金』と『死亡ー時金』のいずれかを題提するζととなります

事錫年金のま鎗掴聞と支給総額

支給期間

支給総額

60禽到遺月の翌月から65歳到達昆までの量豊圃 〈盆：回旗までの2年聞は支給停止〉

＆盤盟主Pl（踊柵剤密髄礎年金援の3/4の駒5年分 780,100円x3／特685,076円 X 6•) 

：，一死亡ー崎会の支給額

ll支給額 鐙凶盟関 〔保険料納付済期間 480月｝

注 このようなどちらかを週択しなければならない場合I弘請求者が選択の判断を併しやすいよう
『寡婦年金』と『死亡ー時金』のま輪能額やま結時期・期間審請求書に提示することが畠要です．

ー・・圃圃圃圃圃・ーーーー・圃圃圃・・園田・圃圃圃・ーーーーー・圃圃圃圃園周囲圃岡圃園田園圃圃圃・・ーーーー・・圃圃圃圃・ーーー・ーーーーーーー・圃圃圃・司回同園圃・l
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